
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

長年の運動が実現させた私学における歴史的前進 

愛知県：いよいよ「私学の学費無償化」へ 

   
 2026年1月29日 中日新聞 夕刊 

高校生・父母の願いとつながり半世紀を超えた運動が実現させた大きな前進  
 1 月 29 日(夕)、愛知私学に、大きな感動が拡がりました。上記の内容が新聞夕刊で、愛知県が2026 年度から、

私立高校の入学金補助の「所得制限を廃止」し、最大で 20 万円を補助するという事が、報道されたからです。入学

金補助を設けている自治体も全国で２４自治体までという中で、県内私立高校入学金平均額を「所得制限なし」で支

給までの拡充というのは、全国初というのみならず、非常に先進的な内容だといえます。 

 国支援額と各校授業料との差額を県単補助として支給していること、施設設備費等の授業料移行を愛知私教連の運

動ですすめてきたことにより、ほぼ「学費無償」にさせたといえる、全国における先進的で歴史的な到達点です。 

 この原動力は、高校生・父母の願いと徹底的につながり、県議会議員、県行政にその願いを伝え訴え続けてきた処

にあります。国の「3 党合意」が具体化にむけて動く情勢の中で、国拡充分を県にネコババさせないために、秋・全

県39会場でオータムフェスティバルを開催し県議会議員の登壇を図り、BIGフェスティバルで県知事の登壇を実現

させました。そこで、高校生が戦後80 年のとりくみを発信し、学費負担の格差是正を訴える、という取り組みを展

開しました。こうした、県議会議員、県行政に、愛知における私学教育の重要性を訴えつづけてきたことが結実した

成果だといえます。 
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各組織とも、県当局への要請を 2月中に実施を！ 1月末の署名数の報告も必ず 


